
証券コード 4287
2024年４月10日

（電子提供措置の開始日2024年４月３日）

株 主 各 位
東京都大田区西蒲田七丁目35番１号

宝栄ビル

株式会社 ジャストプランニング
代表取締役社長 酒井 敬

第30期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第30期定時株主総会を下記のとおり開催い

たしますので、ご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとってお

り、インターネット上の下記ウェブサイトに「第30期定

時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載

しております。

当社ウェブサイト https://www.justweb.co.jp/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサ

イトにも掲載しております。

東証上場会社情報サ－ビス ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.d

o?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コ

－ドを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」

を順に選択のうえ、ご覧ください。

議決権の事前行使につきましては、電子提供措置事項

に掲載の「株主総会参考書類」をご検討いただき、お手

数ながら同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を

ご表示いただき、2024年４月24日（水曜日）午後６時ま

でに到着するようご送付くださいますようお願い申し上

げます。

敬 具

― 1 ―



記

1. 日 時 2024年４月25日（木曜日）午後２時

（開場時間 午後１時半）

2. 場 所 東京都大田区蒲田５丁目37番３号

大田区民ホ－ル・アプリコ

3. 目的事項

報告事項 １.第30期（2023年２月１日から2024年１月31日

まで）事業報告、連結計算書類の内容並びに

会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査

結果報告の件

２.第30期（2023年２月１日から2024年１月31日

まで）計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案

第２号議案

剰余金の処分の件

取締役６名選任の件

以 上
1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場

受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。

2. 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成

の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

3. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブ

サイトに修正内容を掲載させていただきます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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事 業 報 告

(2023年２月１日から
2024年１月31日まで)

１ 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイ

ルス感染症が５類へ移行し、徐々に経済活動が正常化に向か

い、景気は緩やかに持ち直しの動きが見られました。一方、

国際情勢の不安定化、また、円安の進行や、半導体・電装部

品を中心とする部品不足、物価上昇による個人消費への影響

が懸念されるなど、先行きは依然として不透明な状況にあり

ます。

このような状況の下、当社グループでは、ASPによるアウト

ソーシング事業とインターネットを活用したシステムソリュ

ーション事業に取り組み、外食産業のみならず、新業態への

売上管理・勤怠管理・発注管理等のASPシステムの展開をして

まいりました。今日の外食産業では、あらゆるシーンにおい

て、タブレット端末やスマートフォン等のデバイスが急速に

普及し活用されています。政府の後押しもあり企業ではDXが

加速しており、今後も高い需要が見込まれるものと認識して

います。

飲食店の店舗DX及び本部の扱う様々な業務のDX化を進め、

加えてクライアントニーズを勘案した既存製品の機能追加・

改善等を行うことで、拡販を推し進めております。また、テ

イクアウト活用など、生活スタイルの変化への対応に伴い、

2020年８月より譲り受けた事業であるテイクアウト業態向け

スマートフォンアプリケーション「iToGo」を切り口に、市場

変化に柔軟に対応した新規需要の獲得に向け邁進してまいり

ました。

当連結会計年度の売上高は、2,071,745千円(対前連結会計

年度比3.2％増)となりました。ASP事業売上高が1,027,155千

円、システムのコンサルティング及び開発、その他ソリュー

ションサービスに関連した事業を加えたシステムソリューシ

ョン事業の売上高が59,465千円、物流ソリューション事業の

売上高が757,366千円、太陽光発電所の運営事業である太陽光

発電事業の売上高は104,503千円、直営の外食店舗の運営事業

であるその他事業の売上高は123,254千円となりました。

一方、売上原価は、980,756千円（同5.4％減）となりまし

た。販売費及び一般管理費は、研究開発費が増額したこと等

により、597,559千円（同3.4％増）となり、この結果、連結

営業利益493,429千円（同25.7％増）、連結経常利益496,912千

円（同23.4％増）となりました。また、親会社株主に帰属す

る当期純利益は、354,548千円（同72.0％増）となりました。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準
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適用指針第31号2021年６月17日、以下「時価算定会計基準適

用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価

算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することとしております。なお、これに

よる連結計算書類に与える影響はありません。

事業別の状況は、以下のとおりであります。

（ASP事業）

当社グループでは1999年８月より外食業界向けに、サービ

ス名「まかせてネット」を主力として、事業を展開してまい

りました。「まかせてネット」は外食店舗におけるPOSシステ

ム、勤怠管理システム、発注システム等の情報を、当社ASPセ

ンターで受信し、顧客企業がインターネット上で本部システ

ムを利用できる仕組みとなっております。本部システムの利

用に伴い発生するデータのメンテナンス業務や、店舗システ

ムのリモートサポート業務等の付帯業務を代行する業務を併

せて提供することで、他社との差別化を図っております。こ

れによりユーザーはシステムの利用に専念でき、管理コスト

も抑えることが可能となります。

「まかせてネット」におきましては、導入時に生じる動作

環境の設定、利用方法の説明等といった導入を支援すること

から発生する導入支援売上と、月額利用料金を導入店舗数に

応じてユーザーに請求する継続的な収入であるASP利用料売上

から構成されています。

当連結会計年度において、マルチデバイス、マルチOS、マ

ルチブラウザに対応しシステムのカスタマイズ性を高めた、

まかせてネットの進化版「まかせてネットEX」の品質向上及

び拡販に取り組みました。また、従来の専用ハンディーター

ミナルに代わって、スマートフォン、タブレット端末等を飲

食店舗内の注文端末として活用し、リアルタイムで店舗の売

上・注文情報の確認を可能とした「まかせてタッチ」の拡販

も行っております。飲食事業のテイクアウト業態向けのスマ

ートフォンアプリケーション「iToGo」事業を2020年８月１日

に譲受、事業展開を開始しました。飲食事業のテイクアウト

業態向けの「iToGo」は、スマートフォンアプリケーションを

活用して、並ばず・待たずに受け取れる事前予約する機能や、

アプリ独自の割引クーポンを利用できる配信機能、お得な情

報を受け取れるプッシュ通知機能を搭載してお客様のテイク

アウト事業をシステム支援しております。テイクアウト業態

が拡大する中で、当社グループでは、お客様の多様なニーズ

に合わせて、スマートフォンアプリケーションの機能を拡大

し、店舗管理システム「まかせてネット」との連携を強化し

ております。

その結果、ASP事業の売上高は、1,027,155千円となりまし

た。
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（システムソリューション事業）

当社グループでは、1994年３月の設立以来、外食業界向け

の店舗システム及び本部システム(POSシステム、出退勤シス

テム、食材発注システム)等の業務システム構築全般にソフト

ウェアの企画・開発・販売を行ってまいりました。システム

ソリューション事業の業務内容は、外食業界の業務システム

におけるソフトウェア受託開発、POSシステム導入におけるシ

ステム設定作業やシステム運用・業務コンサルティングやそ

れに伴うハードウェア導入、当社POSシステムユーザーに対す

る消耗品販売等を行っているPOSシステムソリューションから

構成されております。

当連結会計年度のシステムソリューション事業の売上高は、

59,465千円となりました。

（物流ソリューション事業）

当社グループでは、外食チェーン企業等に対する物流ソリ

ューション（3PL：サードパーティロジスティクス=企業の流

通機能全般を一括して請け負う）やマーチャンダイズソリュ

ーション（コンサルティング、コーディネイト）、本部業務代

行（伝票処理、受発注代行、商品管理）等のソリューション

サービス事業を展開しております。

当連結会計年度における物流ソリューション事業の売上高

は、757,366千円となりました。

（太陽光発電事業）

当社グループでは、2015年２月より栃木県那須塩原市、栃

木県那須町にて２拠点、2016年２月より宮城県仙台市にて１

拠点において、太陽光発電設備による電力会社への売電事業

を行っております。

当連結会計年度における太陽光発電事業の売上高は104,503

千円となりました。

（その他事業）

当社グループでは、2009年８月より、直営の外食店舗を運

営しております。当社社員による運営により、店舗運営ノウ

ハウの社員研修、情報システム開発、新システムのテストマ

ーケティング等に活用しております。

当連結会計年度におけるその他事業の売上高は123,254千円

となりました。
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当社グループの各事業別の売上高及び売上高構成比は、以

下のとおりであります。

（単位：千円、％）

期 別

事業別

第29期
（前連結会計年度）

（2023年１月期）

第30期
（当連結会計年度）

（2024年１月期）

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

A S P 事 業 974,176 48.5 1,027,155 49.6

システムソリューション
事 業

100,369 5.0 59,465 2.9

物流ソリューション
事 業

732,823 36.5 757,366 36.6

太 陽 光 発 電 事 業 101,541 5.1 104,503 5.0

そ の 他 事 業 98,329 4.9 123,254 5.9

合 計 2,007,240 100.0 2,071,745 100.0

(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度の設備投資額は8,911千円で、その主なもの

は、サーバー及びパソコン等設備6,541千円、器具備品729千円

であります。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度に実施しました投資等の所要資金は、自己

資金により充当いたしました。

(4) 対処すべき課題

当社グループは、ASP事業をアプリケーションソフトウェア

の提供のみならず、アウトソーシング業務としてユーザー側

のシステム作業も運用サービスとして行うことにより、安定

したシステム稼働とユーザー側のシステム活用に関する問題

の解決に向け、アウトソーシング業務に対する信頼感を高め

ることを目的にサービスを行ってまいります。

当社グループが行っているASP事業「まかせてネット」、シ

ステムソリューション事業を取り巻く技術革新の進歩は速く、

特にインターネット関連業界に関しましては、昨今、参入企

業も多く、ユーザーも急速に拡大の一途をたどっており、そ

れに合わせて新技術や新サービス・商品が普及しております。

当社におきましては、新技術の積極的な投入を行い、適時に

ユーザーニーズを取り入れた独自のシステムを構築していき、

外部との技術提携等の企業間の情報交換も積極的に行ってい

く方針であります。

株主のみなさまにおかれましては、なにとぞ一層のご支援、

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第27期

2021年１月期
(連結)

第28期
2022年１月期
(連結)

第29期
2023年１月期
(連結)

第30期
2024年１月期
(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 2,103,153 2,107,874 2,007,240 2,071,745

経 常 利 益 (千円) 198,587 354,198 402,650 496,912

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 76,191 248,690 206,079 354,548

１株当たり当期純利益 (円) 5.98 19.53 16.18 27.90

総 資 産 (千円) 3,377,613 3,565,302 3,736,856 3,878,459

（注）1.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づ

いて算出しております。

2.第29期の期首から「収益認識に関する会計基準」（企業会

計基準第29号2020年3月31日)等を適用しており、第29期以

降の財産及び損益の状況については当該会計基準等を適用

した後の数値を記載しております。

3.「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第31号2021年６月17日、以下「時価算定会計基

準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用

し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な

取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新た

な会計方針を、将来にわたって適用することとしておりま

す。

(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金
当社の

議決権比率
主要な事業内容

株式会社サクセスウェイ 30百万円 100.0％ 物流ソリューション事業

株式会社JPパワー 10百万円 100.0％
太陽光発電事業
外食店舗の運営
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(7) 主要な事業内容（2024年１月31日現在）

当社グループは外食業界を中心にしたASP事業及びシステムソ

リューション事業を主たる業務としております。主な事業の内

容は以下のとおりであります。

事業部門 事業内容

ASP事業

インターネット通信インフラを利用したアプ
リケーションソフトウェアの提供と、企業の情
報システム開発部門が行っているシステムメン
テナンス及び運用サポート業務等のアウトソー
シング業務とを組み合わせた「ASP
（Application Service Provider）事業」
テイクアウト業態向けスマートフォンアプリサ
ービス「iToGo事業」

システムソリュ
ーション事業

外食産業向け本部管理システム・店舗システ
ム・分析システム等のアプリケーションソフト
ウェアの企画、開発、販売及びPOSシステム、
オーダーエントリーシステム等のソリューショ
ンの提供及び業務コンサルティング

物流ソリューシ
ョン事業

外食チェーン企業等に対する物流ソリューシ
ョンやマーチャンダイズソリューション（コン
サルティング、コーディネイト）

太陽光発電事業 太陽光発電所の運営および売電

その他事業
直営の外食店舗の運営、店舗運営ノウハウの

社員研修、情報システム開発、新システムのテ
ストマーケティング等に活用
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(8) 主要な事業所（2024年１月31日現在）

① 当社の主要な事業所

本 社 東京都大田区西蒲田七丁目35番１号宝栄ビル

② 子会社の主要な事業所

株式会社
サクセスウェイ

東京都新宿区新宿一丁目11番12号岩下ビル

株式会社JPパワー 東京都大田区西蒲田七丁目35番１号宝栄ビル

(9) 使用人の状況（2024年１月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事業区分 使用人数

A S P 事 業 及 び
システムソリューション事業

45名

物 流 ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 ９名

太陽光発電事業及びその他事業 ６名

全 社 ４名

合計 64名

（注）使用人数は就業人員であり、パート・アルバイトは含んでお

りません。

② 当社の使用人の状況

使用人数 平均年齢 平均勤続年数

49名 39歳 8.3年

（注）使用人数は就業人員であり、パート・アルバイトは含んでお

りません。
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２ 会社の株式に関する事項（2024年１月31日現在）

① 発行可能株式総数 72,000,000株

② 発行済株式の総数 12,736,338株

（上記には自己株式186,546株が含まれております）

③ 株主数 3,843名

④ 大株主 （上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

株式会社MYホールディングス 4,361,800 34.76

株 式 会 社 オ ー ジ ス 総 研 1,273,700 10.15

内 藤 征 吾 380,400 3.03

鈴 木 崇 宏 368,400 2.94

株 式 会 社 オ ー ビ ッ ク 331,200 2.64

岡 本 茂 221,400 1.76

佐 久 間 宏 180,000 1.43

吉 田 雅 年 162,000 1.29

柳 津 博 之 141,600 1.13

山 本 望 139,000 1.11

（注１）当社は自己株式186,546株を保有しておりますが、上記大

株主からは除外しております。また、持株比率は自己株式を控除し

て計算しております。

３ 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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４ 会社役員の状況（2024年１月31日現在）

(1) 取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取 締 役
社 長

酒 井 敬
株式会社JPパワー取締役

取 締 役
副 社 長

村 井 芸 典
当社副社長
当社営業本部長

取 締 役 佐久間 宏
株式会社サクセスウェイ監査役
株式会社JPパワー監査役
佐久間公認会計士事務所所長

取 締 役 牛 﨑 晋 一 情報システム事業部担当

取 締 役 神 崎 真由美
株式会社JPパワー代表取締役社長
管理部門担当
企画部長

取 締 役 東 正 太

株式会社オージス総研執行役員
成長戦略推進室長
株式会社アグニコンサルティン
グ社外取締役
株式会社アミック社外取締役

常勤監 査 役 籾 木 勲

監 査 役 山 田 浩 雅 株式会社リアルビジョン代表取締役

監 査 役 森 直 樹
LM 法 律 事 務 所 パ ー ト ナ ー
株式会社テラプロープ社外監査役
トパーズ・リージョナル・パートナーズ株式会社 代表取締役

監 査 役 渡 辺 満 雄

（注）1.取締役 東正太氏は社外取締役であり、東京証券取引所に

独立役員として届け出ております。

2.監査役 山田浩雅氏、森直樹氏は社外監査役であります。

3.監査役 渡辺満雄氏は2023年４月27日に辞任に伴い退任し

ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任に対し、

法令が規定する最低責任限度額を限度とする契約を締結してお

ります。
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(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項の規定に基づき、役員等

賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。当該

保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役及び監査役であ

り、保険料は全額当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は被保険者である対象役員が、そ

の職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に

係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保

険契約により保険会社が填補するものであり、１年毎に契約更

新しております。

ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないよう

にするため、当該被保険者が法令違反の行為であることを認識

して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象と

ならないなど、一定の免責事由があります。

次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人数（名） 報酬等（千円)

取 締 役 ５ 52,650
(うち社外取締役) (－) (－)

監 査 役 ４ 9,879
(うち社外監査役) (３) (2,550)

合 計 ９ 62,529
(社外役員合計) (３) （2,550)

（注）1.取締役の報酬限度額は、2000年３月28日開催の第６期定時

株主総会において年額150,000千円以内、監査役の報酬限

度額は年額18,000千円以内と決議いただいております。当

該定時株主総会時の取締役の員数は３名、監査役の員数は

１名です。

2.人数には、無報酬の取締役1名を含めておりません。

(5) 社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先と当社との関係

・取締役東正太氏は、株式会社オージス総研の執行役員であ

り、同社は当社株式数の10％を保有する大株主であり、当

社との間で資本業務提携を締結しております。

・取締役東正太氏は、株式会社アグニコンサルティング及び

株式会社アミックの社外取締役であり、同社は当社との間

に重要な関係事項はありません。

・監査役山田浩雅氏は、株式会社リアルビジョンの代表取締

役であり、同社は当社との間に重要な関係事項はありませ

ん。

・監査役森直樹氏は、LM法律事務所パートナー、株式会社テ

ラプロープ社外監査役及びトパーズ・リージョナル・パー

トナーズ株式会社代表取締役であり、同社は当社との間に

重要な関係事項はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 東 正 太

取締役会への出席率は100％で、企業経
営、事業戦略に関する豊富な経験と幅
広い見識により、当社の事業戦略の策
定等に関し適宜助言を行い、取締役会
の意思決定の妥当性及び適正性を確保
するための適切な役割を果たしており
ます。

社外監査役 山 田 浩 雅

取締役会及び監査役会への出席率はそ
れぞれ92.3％で、議案審議に際して適
宜質問を行い意見を表明するなど監査
機能を十分に発揮しました。

社外監査役 森 直 樹

取締役会及び監査役会への出席率はそ
れぞれ100％で、議案審議に際して適宜
質問を行い意見を表明するなど監査機
能を十分に発揮しました。

（注）森直樹氏の出席率は、同氏が就任してからの状況でありま
す。
５ 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 和泉監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等
の額

27,500千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額

27,500千円

（注）1.上記の額は、いずれも公認会計士法第２条第１項の監査証

明業務に係る報酬であります。

2.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基

づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬を区別

しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に

係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

3.当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人

との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査方法及び監査

内容などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等に

つき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、

その必要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再

任を株主総会の会議の目的とすることを請求します。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号

に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同

意に基づき監査役会が、会計監査人を解任する方針といたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解

任の理由を報告いたします。
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６ 会社の体制および方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制に

ついての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 当企業集団の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制

イ．取締役会は、法令等遵守（以下「コンプライアンス」とい

う。）のための体制を含む内部統制システムの整備方針・計

画について決定するとともに、定期的に状況報告を受けてお

ります。

ロ．監査役は、独立した立場から、内部統制システムの整備・

運用状況を含め、取締役の職務の執行を監査いたします。

ハ．コンプライアンス全体を統括する総括責任者及びコンプラ

イアンス担当の配置、コンプライアンスに関連する規程の作

成及び整備、研修の実施等により、役員及び従業員等が、そ

れぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ

業務運営にあたるよう指導いたします。

ニ．当社の事業に適用される法令等を識別し、その内容を関連

部署に周知徹底することにより、法的要求事項を遵守する基

盤を整備いたします。

ホ．相談・通報体制を設け、役員及び従業員等が、社内におい

てコンプライアンス違反行為が行われ、また行われようとし

ていることに気づいたときは、社内及び社外の相談窓口等に

通報しなければならないと定め、会社は、通報内容を秘守

し、通報者に対して、不利益な扱いを行わないものといたし

ます。

② 当企業集団の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理

に関する体制

当社は、法令・社内規程に基づき、文書等の保存を行いま

す。また、情報の管理については、情報セキュリティに関する

ガイドライン、個人情報保護に関する基本方針、さらにコンプ

ライアンス・プログラムの要求事項を、実施し、維持し、及び

継続的に改善してまいります。

③ 当企業集団の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．事業目的と関連した経営に重大な影響を及ぼすリスクをト

ータルに認識、評価する仕組みを整備するとともに、リスク

管理に関連する規程を整備いたします。

ロ．リスク管理の実効性を確保するために、管理部および監査

部は、連携してリスク状況の監視及びその運用を行うものと

します。

ハ．経営に重大な影響を及ぼす不測事態が、発生し又は発生す

るおそれが生じた場合の体制を事前に整備し、有事の対応を

迅速に行うとともに、再発防止策を講じます。
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④ 当企業集団の取締役の職務の執行が効率的に行われることを

確保するための体制

イ．取締役会を定期的に開催し、重要事項の決定及び各取締役

の業務執行状況の監督等を行います。

ロ．取締役会への付議議案につきましては、取締役会における

審議が十分行われるよう付議される議題に関する資料につき

ましては事前に全役員に配布され、各取締役会に先立ち十分

な準備ができる体制をとるものとしております。

ハ．日常の職務の執行に際しては、組織規程等に基づき権限の

委譲が行われ、各レベルの責任者が効率的に業務を遂行でき

る体制をとるものとしております。

⑤ 当企業集団の当社及び子会社から成る企業集団等における業

務の適正を確保するための体制

イ．当社の代表取締役は子会社の取締役を兼務し、子会社の取

締役会全体会議に出席し、緊密な連携を図っております。

ロ．子会社の代表取締役は、当社の取締役会にて、事業内容の

定期的な報告と重要案件について協議を行っております。

⑥ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役から

の独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

イ．監査役は必要ある場合、業務補助のための監査役スタッフ

を置くことができるものとし、その人事については、監査役

会の同意を必要とし、監査スタッフは業務執行に係る役職を

兼務しないものとします。

ロ．監査役スタッフは、監査役より監査業務に必要な命令を受

けた場合は、その命令に関して取締役、使用人の指揮命令を

受けないものとします。

⑦ 当企業集団の取締役及び使用人が監査役に報告するための体

制その他の監査役への報告に対する体制

イ．当企業集団の取締役及び使用人は、監査役に対して、会社

経営及び事業運営上の重要事項並びに職務の執行の状況及び

結果について監査役に報告いたします。

ロ．当企業集団の取締役及び使用人は、当企業集団における重

大な法令違反、コンプライアンスにおける重大な事実を発見

した場合及び報告を受けた場合、遅滞なく監査役に報告いた

します。

ハ．当社グループの内部通報システムによる通報状況は、定期

的又は監査役の求めに応じて報告いたします。

ニ．会社は、監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対

し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取り扱いを

行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹

底いたします。
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⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制

イ．監査役の職務の効率的な遂行のため、取締役及び使用人

は、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに職務の執行の

状況及び結果について監査役に報告いたします。

ロ．取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実が

あることを発見したときは、法令に従い直ちに報告いたしま

す。

ハ．監査役が職務執行について生じる費用の前払い又は償還等

の請求をしたときは、当該監査役の職務執行に必要でないと

認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理い

たします。

⑨ 当企業集団のその他監査役の監査が実効的に行われることを

確保するための体制

イ．取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な

会合を行います。

ロ．取締役は、監査役の職務の適切な遂行のため、情報の収集

交換が円滑に行えるよう協力いたします。

⑩ 当企業集団の反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とそ

の整備状況

イ．反社会的勢力及び団体に対しては毅然とした態度を貫き、

いかなる取引も行ってはならない旨を、役員、社員へ周知徹

底しております。

ロ．平素より反社会的勢力及び団体に関する情報収集を図り、

万一不当要求等の事態が発生した場合には警察や顧問弁護士

と迅速に連絡を取り、速やかに対処できる体制を構築してい

ます。

⑪ 当企業集団の財務報告の信頼性を確保するための体制

当社及び当社グループの財務報告の信頼性を確保するための

内部統制システムの構築及び運用を整備・推進いたします。

(2) 業務の適正を確保するための運用状況の概要

当社は、財務報告の適正を確保し、法令を遵守した効果的な

事業運営を目的として、内部統制システムを構築しております。

全社横断的な視点から内部統制システムを整備するとともに運

用状況を評価し、必要に応じて当該担当部署に改善指示を行う

ことにより、内部統制システムの実効性を向上させております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）事業報告に記載されている金額及び比率は、金額について

は表示単位未満を切り捨て、比率その他については四捨五

入となっております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年１月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 3,250,107 流 動 負 債 278,656

現金及び預金 2,954,732 買 掛 金 110,452

売 掛 金 239,752 未払法人税等 75,032

商 品 1,414 契 約 負 債 26,949

仕 掛 品 2,800 賞 与 引 当 金 3,411

原 材 料 1,163 そ の 他 62,812

そ の 他 57,988 固 定 負 債 17,768

貸 倒 引 当 金 △7,745 資産除去債務 17,768

固 定 資 産 628,352

有形固定資産 298,916

建物及び構築物 8,178 負 債 合 計 296,424

機械及び装置 274,779 純 資 産 の 部

そ の 他 15,958 株 主 資 本 3,579,314

無形固定資産 24,794 資 本 金 410,515

ソフトウェア 24,369 資 本 剰 余 金 221,274

電 話 加 入 権 424 利 益 剰 余 金 3,012,360

投資その他の資産 304,642 自 己 株 式 △64,837

投資有価証券 11,374 その他の包括利益累計額 2,721

長 期 貸 付 金 296,603 その他有価証券評価差額金 2,721

繰延税金資産 56,362

長 期 預 金 100,000

そ の 他 44,522

貸 倒 引 当 金 △204,220 純 資 産 合 計 3,582,035

資 産 合 計 3,878,459 負債純資産合計 3,878,459

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2023年２月１日から
2024年１月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,071,745

売 上 原 価 980,756

売 上 総 利 益 1,090,988

販売費及び一般管理費 597,559

営 業 利 益 493,429

営 業 外 収 益

受 取 利 息 101

受 取 家 賃 480

受 取 手 数 料 2,047

そ の 他 1,736 4,365

営 業 外 費 用

そ の 他 882 882

経 常 利 益 496,912

税金等調整前当期純利益 496,912

法人税、住民税及び事業税 124,842

法 人 税 等 調 整 額 17,521 142,363

当 期 純 利 益 354,548

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 354,548

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2023年２月１日から
2024年１月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金
資 本
剰余金

利 益
剰余金

自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 410,515 221,274 2,752,059 △264 3,383,585

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △94,247 △94,247

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

354,548 354,548

自己株式の取得 － － － △64,573 △64,573

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

－

当期変動額合計 － － 260,301 △64,573 195,728

当 期 末 残 高 410,515 221,274 3,012,360 △64,837 3,579,314

その他の
包括利益
累計額 純資産

合計そ の 他
有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 2,461 3,386,047

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △94,247

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

354,548

自己株式の取得 － △64,573

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

259 259

当期変動額合計 259 195,987

当 期 末 残 高 2,721 3,582,035

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 株式会社サクセスウェイ

株式会社JPパワー

② 非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）

仕掛品 個別法による原価法

原材料 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）ならびに、2016年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10－15年

構築物 10年

機械及び装置 17年

無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用に用いるソフトウェアは、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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③ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当

連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準

当社グル－プと顧客との契約から生じる収益に関する主要

な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の

とおりであります。

ⅰ）ASP事業

インターネット通信インフラを利用したアプリケーシ

ョンソフトウェアの提供とシステムメンテナンス及び

運用サポート業務のアウトソーシング業務を行っており

ます。一定の期間にわたり充足される履行義務であり、

顧客がサービス提供期間にわたって便益を享受するた

め、当該期間にわたって履行義務が充足されたと判断

し、期間に応じて一定額の収益を認識しております。

ⅱ）システムソリューション事業

アプリケーションソフトウェアの開発販売及びPOSシス

テム関連機器の販売から構成されており、顧客への引渡

し検収された時点で履行義務が充足されるため、顧客が

検収した時点において収益を認識しております。

ⅲ）物流ソリューション事業

物流に関する導入支援や業務支援等を中心としたソリュ

ーション事業を行っております。一定の期間にわたり充

足される履行義務であり、顧客がサービス提供期間にわ

たって便益を享受するため、当該期間にわたって履行義

務が充足されたと判断し、期間に応じて一定額の収益を

認識しております。

ⅳ）太陽光発電事業

太陽光発電による売電事業を行っております。一定の期

間にわたり充足される履行義務であり、顧客がサービス

提供期間にわたって便益を享受するため、当該期間にわ

たって履行義務が充足されたと判断し、期間に応じて一

定額の収益を認識しております。

ⅴ）その他

直営の外食店舗の運営であり、顧客に飲食サービスの提

供を履行した時点で収益を認識しております。

⑤ その他連結計算書類作成のための重要な事項

該当ありません。
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２. 会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第31号2021年６月17日、以下「時価算定会計基準適

用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価

算定会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従

って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、

将来にわたって適用することとしております。なお、これに

よる連結計算書類に与える影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記

長期貸付金

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

長期貸付金 296,603千円

貸倒引当金 △204,220千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当該長期貸付金には担保が付されており、長期貸付金に対

する貸倒引当金は、長期貸付金の期末残高から担保の処分見

込額を控除して算定しております。当該担保は市場価格のあ

る株式であり、担保の処分見込額は株価の変動による影響を

受けるため、株価の下落が生じた場合、翌連結会計年度の連

結計算書類において貸倒引当金を追加で計上する可能性があ

ります。

４．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 693,738千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 12,736,338株

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

決 議
株式の
種 類

配当金の
総額
(千円)

１株当たり
配当額
(円)

基 準 日 効力発生日

2023年4月27日
定時株主総会

普通株式 94,247 7.4 2023年１月31日 2023年４月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力

発生が翌連結会計年度になるもの

2024年４月25日開催の第30期定時株主総会において次の

とおり付議いたします。

・配当金の総額 100,398千円

・配当原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 8.0円

・基準日 2024年１月31日

・効力発生日 2024年４月26日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当連結会計年度末現在、当社グループは事業遂行に必要な

資金を内部資金で賄える状態にあります。余剰資金は安全性

の高い銀行預金等に限定して運用しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従

い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主

な取引先の信用状況を適宜把握する体制としております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２カ月以内の支

払期日であります。また、手許流動性については、管理部で

月次において将来の一定期間の資金収支の見込を作成すると

ともに、その見込との乖離を随時把握することで流動性リス

クを管理しております。

長期貸付金は、当社元代表取締役鈴木崇宏氏に対する貸付

金であります。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりま

すが、主に株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況等を把握して管理しております。

長期預金は、金融機関に預入れた定期預金であります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場

価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており

ます。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することもあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2024年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。なお、「現金

及び預金」、「売掛金」及び「買掛金」は、短時間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省

略しております。

連結貸借対照表

計上額(千円)

時価

(千円)

差額

(千円)

(1) 投資有価証券 11,374 11,374 －

(2) 長期貸付金 296,603

貸倒引当金（※） △204,220

差引 92,382 92,382 －

(3) 長 期 預 金 100,000 99,948 △51

資産計 203,756 203,704 △51

（※）長期貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しており

ます。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
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資産

(1)投資有価証券

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

(2)長期貸付金
これらは担保による回収可能見込額等に基づいて貸倒見積
高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸
借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額にほぼ
等しいことから、当該価額をもって時価としております。

(3)長期預金

これらの時価は、元利金の合計額と、約定利息からなる

将来キャッシュ・フローを国債の利回りなど適切な指標を

基礎とした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能

性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類していま

す。

レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットの

うち、活発な市場において形成される当該時価の算定の

対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定し

た時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのう
ち、レベル1のインプット以外の時価の算定に係るイン
プットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを
使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使

用している場合には、それらインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しています。
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(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2024年1月31日）

区分
時価(千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

投資有価証券

その他有価証券 11,374 － － 11,374

資産計 11,374 － － 11,374

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金
融商品

当連結会計年度（2024年1月31日）

区分
時価(千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期貸付金 － 92,382 － 92,382

長期預金 － 99,948 － 99,948

資産計 － 192,331 － 192,331

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るイン
プットの説明
投資有価証券

投資有価証券は株式であり、時価は取引所の価格によるも

のです。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル1の時価に分類しています。

長期貸付金

長期貸付金の時価については、一定の期間ごとに分類し

将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標を

基礎とした利率で割り引いた現在価値により算定してお

り、レベル2 の時価に分類しています。なお、貸倒懸念先

については、回収見込額等に基づき貸倒引当金を計上し

ているため、連結貸借対照表計上額から貸倒引当金

計上額を控除したものを時価としております。

長期預金

長期預金の時価については、元利金の合計額と、約定

利息からなる将来キャッシュ・フローを国債の利回りなど

適切な指標を基礎とした利率で割り引いた現在価値を

時価としており、レベル2の時価に分類しています。
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７．収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

ASP事業

システム

ソリューション事業

物流ソリュー
シ ョ ン
事 業

太陽光
発電事
業

その他
事業

合 計

売上高

一時点で移転される財 － 59,465 1,623 － 123,254 184,343

一定の期間にわたり移転される財 1,027,155 － 755,742 104,503 － 1,887,401

顧客との契約から生じる収益 1,027,155 59,465 757,366 104,503 123,254 2,071,745

外部顧客への売上高 1,027,155 59,465 757,366 104,503 123,254 2,071,745

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情

報

注記事項の「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記 (3)会計方針に関する事項 ④収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりです。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解

するための情報

① 契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権（期首残高）235,154千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高）239,752千円

契約負債（期首残高）40,468千円

契約負債（期末残高）26,949千円

契約負債は、主に顧客からの前受金に関連するものでありま

す。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会

計年度に認識された収益のうち期首現在の契約負債残高に含ま

れていた額は、40,468千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

当社グル－プにおいては、当初の予想契約期間が1年を超える

重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務

に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約

から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額

はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 285円43銭

(2) １株当たり当期純利益 27円90銭

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2024年１月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 2,856,790 流 動 負 債 153,911

現金及び預金 2,674,651 買 掛 金 7,042

売 掛 金 137,155 未 払 金 10,672

商 品 2,967 未 払 費 用 26,799

仕 掛 品 1,344 未払法人税等 67,633

そ の 他 48,418 未払消費税等 8,999

貸 倒 引 当 金 △7,745 契 約 負 債 26,949

固 定 資 産 825,298 預 り 金 1,301

有 形 固 定 資 産 10,359 賞 与 引 当 金 3,411

建 物 257 前 受 金 1,022

器 具 備 品 10,101 そ の 他 79

無 形 固 定 資 産 24,768 固 定 負 債 5,074

ソフトウェア 24,369 資産除去債務 5,074

電 話 加 入 権 398 負 債 合 計 158,986

投資その他の資産 790,170 純 資 産 の 部

投資有価証券 11,374 株 主 資 本 3,520,381

関係会社株式 127,164 資 本 金 410,515

長 期 貸 付 金 407,000 資 本 剰 余 金 268,248

破産更生債権等 0 資 本 準 備 金 268,248

長期前払費用 3,019 利 益 剰 余 金 2,906,454

繰延税金資産 49,747 その他利益剰余金 2,906,454

敷金及び保証金 11,600 繰越利益剰余金 2,906,454

長期未収入金 83,570 自 己 株 式 △64,837

貸 倒 引 当 金 △3,306 評価・換算差額等 2,721

その他有価証券評価差額金 2,721

純 資 産 合 計 3,523,102

資 産 合 計 3,682,088 負債・純資産合計 3,682,088

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2023年２月１日から
2024年１月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,117,151

売 上 原 価 286,935

売 上 総 利 益 830,215

販売費及び一般管理費 396,813

営 業 利 益 433,402

営 業 外 収 益

受 取 利 息 98

受 取 手 数 料 2,047

そ の 他 1,230 3,376

営 業 外 費 用

そ の 他 838 838

経 常 利 益 435,940

税 引 前 当 期 純 利 益 435,940

法人税、住民税及び事業税 116,690

法 人 税 等 調 整 額 7,413 124,103

当 期 純 利 益 311,837

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2023年２月１日から
2024年１月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 410,515 268,248 2,688,864 △264

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △94,247

当 期 純 利 益 311,837

自己株式の取得 △64,573

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 217,589 △64,573

当 期 末 残 高 410,515 268,248 2,906,454 △64,837

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 3,367,364 2,461 3,369,825

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △94,247 △94,247

当 期 純 利 益 311,837 311,837

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ 259 259

当 期 変 動 額 合 計 153,016 259 153,276

当 期 末 残 高 3,520,381 2,721 3,523,102

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）

仕掛品 個別法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）ならびに、2016年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 10－15年

車両運搬具 ６年

器具備品 ４－10年

無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用及び業務処理サービスの提供に用いるソフトウ

ェアは、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

賞与引当金

従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。

(5）収益及び費用の計上基準

当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業に

おける主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通

常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりで

あります。

ⅰ）ASP事業

インタ－ネット通信インフラを利用したアプリケ－シ

ョンソフトウェアの提供とシステムメンテナンス及び
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運用サポ－ト業務のアウトソーシング業務を行っており

ます。一定の期間にわたり充足される履行義務であり、

顧客がサービス提供期間にわたって便益を享受するた

め、当該期間にわたって履行義務が充足されたと判断

し、期間に応じて一定額の収益を認識しております。

ⅱ）システムソリューション事業

アプリケーションソフトウェアの開発販売及びPOSシス

テム関連機器の販売から構成されており、顧客への引渡

し検収された時点で履行義務が充足されるため、顧客が

検収した時点において収益を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記

時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第31号2021年６月17日、以下「時価算定会計基準適

用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定

会計基準適用指針第27-2項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を、将来

にわたって適用することとしております。なお、これによる

計算書類に与える影響はありません。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 2,778千円

短期金銭債務 2,110千円

長期金銭債権 487,263千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 105,000千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

営業取引による取引高

売上高 30,530千円

仕入高 23,265千円

営業取引以外の取引による取引高 －千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 186,546株
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６．税効果会計に関する注記

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（1）繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

未払事業税 4,516

貸倒引当金繰入限度超過額 3,384

投資有価証券評価損 13,142

資産除去債務 1,554

減損損失 6,256

その他 22,093

繰延税金資産 合計 50,948

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,200

繰延税金負債 合計 △1,200

繰延税金資産の純額 49,747

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の重要な差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.62％

（調整）

所得拡大促進税制 △2.33％

住民税均等割 0.12％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.06％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.47％

７．関連当事者との取引に関する注記

関連会社等

種 類
会社等の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社
J P パワー

所有
直接 100％

役員の兼任
資金の貸付

資金の返済 80,000
長 期
貸 付 金

487,000

資金の返済 20,000
長 期
未収入金

83,570

（注）資金の貸付については無利息であります。

８.収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

は、連結注記表の「7.収益認識に関する注記」に同一の内容を

記載しているので注記を省略しております。
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９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 280円73銭

(2) １株当たり当期純利益 24円54銭

１０．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2024年3月25日

株式会社ジャストプランニング

取締役会 御中

和 泉 監 査 法 人

代表社員

業務執行社員
公認会計士 田 中 量

代表社員

業務執行社員
公認会計士 佐 藤 義 仁

業務執行社員 公認会計士 山 下 聡

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社

ジャストプランニングの2023年2月１日から2024年1月31日までの

連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について

監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ジャ

ストプランニング及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計

算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する

規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経

営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プ

ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他

の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記

載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結

計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な

相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違

以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意

を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重

要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はな

い。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提

に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に

は当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運

用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体とし

ての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の

立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽

表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は

集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると

合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価す

る。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の

判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見

表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施

に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに

経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが

適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に

関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査

報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が

適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を

表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書

日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状

況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか

とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、

構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子

会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。

監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に

関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を

負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲

とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて

いるその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我

が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害

要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は

その内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間に

は、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2024年3月25日

株式会社ジャストプランニング

取締役会 御中

和 泉 監 査 法 人

代表社員

業務執行社員
公認会計士 田 中 量

代表社員

業務執行社員
公認会計士 佐 藤 義 仁

業務執行社員 公認会計士 山 下 聡

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株

式会社ジャストプランニングの2023年2月1日から2024年1月31日

までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明

細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等

に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基

礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経

営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プ

ロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の

記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対

して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載

内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書

類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違

があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外

にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払

うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重

要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はな

い。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に

基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には

当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運

用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体とし

ての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立

場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示

は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計

すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的

に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断

を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価す

る。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠

を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見

表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに

経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する

注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが

適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に

関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査

報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、

又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな

い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること

が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと

もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び

内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に

表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲

とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められて

いるその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我

が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害

要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合は

その内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2023年２月１日から2024年１月31日までの第

29期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監

査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける
ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準
拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部
監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収
集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人
等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意思を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を
実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日 企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びそ
の附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従

い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若し

くは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当

であると認めます。また、当該内部統制システムに関
する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 和泉監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 和泉監査法人の監査の方法及び結果は相当
であると認めます。

2024年３月25日

株式会社ジャストプランニング 監査役会

常勤監査役 籾 木 勲 ㊞

社外監査役 山 田 浩 雅 ㊞

社外監査役 森 直 樹 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当につきましては、継続的な安定配当の基本方

針のもと、株主のみなさまのご支援に報いるため、次のとおり

といたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき８円 総額100,398,336円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2024年４月26日

第２号議案 取締役６名選任の件

本総会終結の時をもって取締役６名は任期満了となりますの

で、取締役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

フリガナ

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社株式の数

１

サカイ タカシ

酒 井 敬

（1979年７月５日生）

2003年４月 当社入社

11,000株

2010年８月 当社システムサポート部 副部長就任

2014年２月 当社お客様センター事業部 開発部部長就任

2015年８月 当社お客様センター事業部長就任

2019年４月 当社取締役就任

2019年５月 当社研究開発部長就任

2020年４月 当社営業本部長就任

2021年４月 当社代表取締役社長就任(現任)

当社営業本部担当

株式会社JPパワー取締役就任(現任)

２

ムライ マサノリ

村 井 芸 典

（1976年５月15日生）

2004年８月 アスカティースリー株式会社入社

1,200株

2015年７月 アスカティースリー株式会社取締役就任

2017年１月 アスカティースリー株式会社代表取締役就任

2017年11月 株式会社トランジット取締役就任

2018年８月 当社入社

2021年４月 当社取締役就任(現任)

当社モバイルオーダー事業部担当

当社デジタル戦略推進部長就任

2022年２月 当社研究開発部担当就任

2023年５月 当社副社長就任(現任)

当社営業本部長就任(現任)
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３

サクマ ヒロシ

佐久間 宏

（1959年１月28日生）

1983年４月 日本電気株式会社入社

180,000株

1989年９月 アーサーアンダーセン入社

1991年４月 クーパース＆ライブランド入社

1995年９月 スミス・バーニー証券会社入社

1996年７月 ソロモン・ブラザーズ・アジア証券会社入社

1998年４月 佐久間公認会計士事務所開所(現業)

2000年５月
当社取締役就任(現任)

当社取締役管理部長就任

2000年12月 当社取締役管理部門担当就任

2005年２月 株式会社サクセスウェイ監査役就任（現任）

2005年７月 DAオフィス投資法人（現 大和証券

オフィス投資法人）監督役員就任

2006年２月 株式会社グリッドコーポレーション監査役就任

2013年４月 株式会社JPパワー監査役就任（現任）

2014年１月 日本ヘルスケア投資法人監督役員就任

2018年２月 プットメニュー株式会社監査役就任

４

ウシザキ シンイチ

牛 﨑 晋 一

（1971年11月23日生）

1997年４月 株式会社アスキー入社

44,500株

2000年11月 当社入社

2015年２月 当社情報システム部部長就任

2015年４月 当社取締役就任（現任）

2017年10月 当社取締役情報システム事業部長兼

研究開発事業部長就任

2019年５月 当社システム部長就任

2020年４月 当社情報システム事業部長就任

2021年４月 当社情報システム事業部担当(現任)

当社研究開発部長就任

５

カンザキ マユミ

神 崎 真由美

（1979年１月31日生）

1997年４月 都市建設株式会社入社

7,000株

1999年６月 エムシータバコインターナショナル

株式会社入社

2005年７月 株式会社毎日コミュニケーションズ入社

2008年３月 株式会社インフォマート入社

2009年３月 当社入社

2017年４月 当社企画部長就任（現任）

2018年４月 当社取締役就任（現任）

2018年６月 株式会社JPパワー代表取締役社長就任（現任）

2021年４月 当社管理部門担当就任(現任)

６

マエナカ マサフミ

前 中 匡史

（1966年９月26日生）

1989年４月 株式会社立花商会(現株式会社立花エレテック)入社

0株

1997年４月 株式会社オージス総研入社

2007年４月 株式会社オージス総研 運用サービ
ス本部 IT基盤ソリューション第二
部部長就任

2013年４月 株式会社オージス総研 サービス事
業本部 テミストラクトソリューシ
ョン部部長就任

2021年４月 株式会社オージス総研 執行役員ソ
リューション開発本部金融ソリュー
ション第二部部長就任

2023年４月 株式会社オージス総研 取締役執行
役員 サービス推進統括 新規事業
推進部部長就任（現任）

(注)1.各候補者と当社との間には、いずれも特別な利害関係はありませ

ん。

2.前中匡史氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は前中匡史氏を東京証券取引所の定めに基づき、同取

引所に届け出て、独立役員として指定する予定であります。

3.前中匡史氏を社外取締役候補者とした理由は、企業経営、事業戦

略に関する豊富な経験と幅広い見識に基づき、公正かつ客観的な

見地からの的確な助言を当社の経営に反映していただくことを期

待するものであります。
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4.当社と前中匡史氏は、会社法第423条第１項に定める責任につい

て、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする

契約を締結する予定であります。

5.当社は、改正会社法（2021年３月１日施行）第430条の３第１項

に規定する会社役員等賠償責任保険契約を締結しております。当

該保険契約は、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、

被保険者が負担する事となった争訟費用および損害賠償金等を填

補の対象としております。各候補者が選任された場合には、候補

者各氏は当該契約の被保険者に含められることとなります。

【ご参考】株主総会後の取締役会のスキルマトリックス

本招集通知記載の候補者を原案どおりご選任いただいた場合

の取締役の構成、並びに各人のスキルマトリックスは以下のと

おりです。

なお、以下の一覧表は、各候補者の有する全ての知見や経験

を表すものではありません。

氏 名
企業
経営

財務
会計

法務 IT
業界
知見

営業 人事

第
２
号
議
案

酒井 敬 ● ● ● ●

佐久間 宏 ● ● ● ●

牛﨑 晋一 ● ● ● ●

神崎 真由美 ● ● ● ●

村井 芸典 ● ● ● ●

前中 匡史 ● ● ● ● ● ●

以上
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至品川

ロータリー

至品川

呑川
バス通り

蒲田東口商店街

野村證券

セブンイレブン

三井住友銀行

東急蒲田駅

きらぼし銀行

京急蒲田あすと(商店街)

八幡神社

セブン
イレブン

大田区民
ホール・
アプリコ

至羽田空港

環状８号線
蒲田郵便局

蒲田警察署

至横浜

至横浜

ニッセイ
アロマスクエア大

田
区
役
所

東
口

東
口

京
急
蒲
田
駅

Ｊ
Ｒ
蒲
田
駅

第
一
京
浜
(
国
道　

号
線
)

15

蒲田四丁目

南蒲田

蒲田駅東口

※歩道橋

株主総会会場ご案内図

場 所：東京都大田区蒲田５丁目37番３号

大田区民ホール・アプリコ

［交通のご案内］

◇JR京浜東北線「蒲田駅」東口より徒歩約３分

◇京浜急行線「京急蒲田駅」西口より徒歩約７分

※駐車場のご用意はございませんので、公共の交通機

関をご利用願います。


